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   一般社団法人 情報通信エンジニアリング協会 

 

 
 

 

 



2 
 

 

 

 

 

 

 

 

２０２２年度 事業報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3 
 

２０2２年度事業報告 

 

 

2020 年からの世界的な新型コロナウイルス感染症の拡大により、ビジネス環境は劇

的に変化し、テレワークという新たなスタイルが浸透しました。当協会においても With

コロナの取り組みを継続し、時間や場所を有効に活用した柔軟な働き方で一人ひとりの

生産性向上に取り組みました。 

 

総務省は「誰一人残さないデジタル化の実現」を掲げ、感染症や自然災害に対応でき、

持続可能な社会を目指しています。そして、その実現のためには、5G 等の情報通信イ

ンフラやセキュリティの確保、公共デジタル・プラットフォーム（ID、認証、クラウド）

等の共通基盤を構築することが重要とされています。 

このような環境下において、デジタル化の実現に向けてこれまで培ってきた情報通信

エンジニアリング分野での総合力を発揮するとともに、社会生活や経済活動に不可欠な

情報通信インフラの構築・整備・保守に取り組みました。 

 

活動の展開にあたっては、従来からの「安全」、「エンジニアリング力の強化」、「人材

育成・人材確保」への取り組みを 2022 年度も継続することが重要と考えました。 

 

安全については、世の中がどんなに変化しようとも最優先すべき事項です。残念なが

ら前年度に重大な人身事故を発生させてしまったことを受けて、会員各社はもちろんの

こと通信事業者様とも連携して、お客様からの安心・信頼を得られるような人身事故・

設備事故の撲滅に向けた取り組みを実施いたしました。 

安全の取り組みは、通信建設業界の要であり、その取り組みに終わりはありません。

情報通信エンジニアリングのプロ集団としてさらなる安全、品質の向上を目指します。 

 

エンジニアリング力強化の主な取り組みとしては「光通信工事技能競技会」ならびに

「アクセスデザインコンテスト」があります。2022 年度は、集合とオンライン配信の

組み合わせという新しい開催形式を無事に成し遂げたことでイベントの新しい方向性

を示すことができました。 

主な取り組みとしてはイベントをあげましたが、その根幹となる日々の業務について

は、丁寧に、正確に、確実に実施することを意識した業務を実施いたしました。 

 

事業を支える人材の育成については、前身となる電信電話工事協会時代の 1960 年

代から長きにわたって技術者育成研修を実施して参りました。その努力は、コロナ禍に

おいても変わりません。リモート研修の積極的な展開、拡大や、内容を踏まえ集合で実
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施する研修においても感染防止対策の確実な実施により、新たな技術者を世に送り出し

ております。 

今年度は、その研修が大きな転換期を迎え、協会が計画する研修が各社へ移管され、

技術者育成研修が本格的に開始されており、これまで培ってきた技術やノウハウを、会

員各社と連携して継承しております。 

なお、協会計画研修として、技術者資格認定等の通信建設業界全体のレベル統一的な

研修など、協会として調整機能を要する研修等については、これまで通りしっかりと取

り組みました。 

 

少子高齢化により生産年齢人口の減少は、通信建設業界においても決して例外ではあ

りません。慢性的な人材不足と高齢化による次の世代の育成が課題となっています。 

そのような中、電気通信工事においても現地業務の省力化やスマート化により、オン

サイトの複合技術者の育成や女性活躍推進やシニアにとっても働きやすい職場作りを

推進いたしました。また、日本人だけでなく海外の電気通信工事スキルを有する外国人

にとっても働きやすい環境作りを推進いたしました。 

 

技術の進展がめざましく社会・経済情勢が急激に変化する中で、当協会と会員各社は、

これからも工事の安全はもとより施工技術の向上や施工方法の改善・改良に積極的に取

り組みながら、新たなビジネススタイルへの変革にチャレンジし、皆様に信頼されるよ

う努めてまいります。 
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２０２２年度 決算報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 貸 借 対 照 表  
２０２３年３月３１日現在

(全国)  （単位： 円）

      科      目 当年度 前年度 増減
Ⅰ資産の部

１. 流動資産

     現金・預金 234,174,480 212,781,850 21,392,630

     未　収　金 25,745,299 17,090,810 8,654,489

     その他流動資産 3,180,236 4,960,833 ▲ 1,780,597

   流動資産合計 263,100,015 234,833,493 28,266,522

２. 固定資産

（1）基本財産

     預　　　金（定期預金） 3,281,765 3,281,765 0

   基本財産合計 3,281,765 3,281,765 0

（2） 特定資産

     退職給付引当資産 13,952,250 8,756,575 5,195,675

     建物修繕引当資産 265,161,800 245,161,800 20,000,000

     研修設備引当資産 1,548,710,900 165,209,182 1,383,501,718

　  設備維持引当資産 67,642,771 67,642,771 0

   特定資産合計 1,895,467,721 486,770,328 1,408,697,393

（3）その他の固定資産

     土　　　地 73,950,000 197,070,990 ▲ 123,120,990

     建　　　物 182,293,515 765,423,520 ▲ 583,130,005

     設   備   等 32,370,493 72,300,264 ▲ 39,929,771

     備　　　品 3,478,121 3,789,805 ▲ 311,684

     ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｿﾌﾄ等 943,263 1,314,863 ▲ 371,600

     敷金・保証金 0 4,243,000 ▲ 4,243,000

     その他の資産 770,000 820,000 ▲ 50,000

    その他の固定資産合計 293,805,392 1,044,962,442 ▲ 751,157,050

   固定資産合計 2,192,554,878 1,535,014,535 657,540,343

   資産合計 2,455,654,893 1,769,848,028 685,806,865

Ⅱ負債の部

１. 流動負債

     未　払　金 36,172,014 39,288,723 ▲ 3,116,709

     仮　受　金 4,526,494 159,500 4,366,994

     預  り 　金 11,592,119 1,888,211 9,703,908

     未払法人税等 640,300 637,300 3,000

     流動負債合計 52,930,927 41,973,734 10,957,193

２. 固定負債

     退職給付引当金 13,952,250 8,756,575 5,195,675

   固定負債合計 13,952,250 8,756,575 5,195,675

   負債合計 66,883,177 50,730,309 16,152,868

Ⅲ正味財産の部

1.一般正味財産 2,388,771,716 1,719,117,719 669,653,997

  (うち基本財産への充当額） (3,281,765) (3,281,765) 0

  (うち特定資産への充当額) (1,881,515,471) (478,013,753) (1,403,501,718)

   正味財産合計 2,388,771,716 1,719,117,719 669,653,997

   負債及び正味財産合計 2,455,654,893 1,769,848,028 685,806,865
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